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ESD：Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育やSDGs：Sustainable 
Development Goals：持続可能な開発目標の大流行を背景とした環境教育の実践が盛り上がりをみせ
る一方で、人々の環境意識が軒並み低下しているのはなぜか。本稿は、これまでの環境教育が見て
こなかった指標を参照しながら人々の環境意識の実態を捉えたうえで、授業の時空のみに留まろう
とする環境教育を排し、生活や生き方といったキャリアの時空まで教育意図が貫徹するための方法
論として「グリーンガイダンス」の概念セット（理論・機能）と実践例を提案するものである。な
お本稿は、映画『タネは誰のもの』（原村政樹監督、2020年公開、きろくびと配給）DVDパンフレッ
トによせた文章に加筆したものである。
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1.　映画『タネは誰のもの』が投げかける問い
映画『タネは誰のもの』（原村政樹監督、2020年公開、きろくびと配給）には問いの構造が織り込まれている。「種

苗法改正とはなにか？」という政策論を「子問題」として、「そもそもタネは誰のものなのか？」という公共性に関
わる「親問題」へと観客を誘う仕掛けになっているのである。「子問題」から「親問題」へと問いを深めていく構造
に、学びの可能性を見出したのは哲学者の鶴見俊輔だ。鶴見は、容易に答えを出すことのできる「子問題」から、よ
り本質的で永続的な「親問題」へと問いが切り替わるときに、新たな学びの地平が切り拓かれるとした 1。その意味
で、本作は極めて教育的な構造を持つ。ESD：Education for Sustainable Development：持続可能な開発のための教育や
SDGs：Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標がブームとなるなか、「公共性」や「社会参画」をさかん
に標榜する学校教育は本作の問いに応答できているだろうか。本稿では「グリーンガイダンス」を補助線として、本
作が提起した問いに対する教育現場からの応答を試みたい。

2.　「土」を知らない子どもたち
この数十年にわたって、「土踏まず」を持たない子どもの増加が問題視されてきた。統計によれば、1980年代まで

は子どものほぼ全員が成人するまでに土踏まずを形成しているのに対し、2000年代では土踏まずの形成率は80％ま
で下落している 2。土踏まずは、土のような柔らかな地面を踏みしめることによって発達する。土踏まずを持たない

 



生活大学研究 Vol. 7 （2022）

124

子どもが増えたということは、「土を知らない子ども」が増加しているということを示唆していよう。近年、ますま
す子どもたちと土との距離は離れ、環境への関心も低下してきている。
内閣府が2016年に実施した「生物多様性認知度調査」によれば、「あなたは自然について、どの程度関心がありま

すか」との質問に対し、「非常に関心がある」と答えた人々の割合は、2007年27.4％、2011年13.3％、2013年12.1％、 
2016年11.0％と、約10年で20％程度の減少傾向にある。また、「全く関心がない」と答えた人々の割合
は2007年11.6％、2011年20.4％、2013年21.4％、2016年25.1％と、約10年間のあいだに倍増している。
いま流行りの「エコ」についてはどうか。リサーチバンクが2011年に実施した「エコに関する調査」によれば、

「あなたは普段の生活でエコを意識しているか」との問いに対して、日本人の8割が「はい」と答える。
一方、「エコを意識するようになったきっかけ」については、「節約のため」が全体の4分の1の割合。「日ごろ行う

エコ活動」については、1位節電、2位ごみの分別、3位節水、4位詰め替え商品の購入という順になっており、「ごみ
の分別」を除いたすべての項目が節約を目的とする。また、「多少高くても環境配慮商品を購入したい」と答える人
の割合は、8パーセントという驚きの低さ。
「節約に繋がる限りにおいてはエコを心がける」という日本人の環境意識は、欧州の環境先進国のそれと大きく異なる。
例として、旭化成ホームプロダクツ株式会社が、20歳から59歳のドイツの主婦208名（子供のいる主婦と子供の

いない主婦各104名）と日本の主婦208名（子供のいる主婦と子供のいない主婦各104名）を対象として実施した
「家事に対するエコ意識調査」を参照する。「家事にエコを取り入れる理由」との設問で、ドイツの6割が「環境保全
のため」と答えるのに対し、日本の8割が「節約のため」と答える。通常商品よりも割高になる「環境配慮洗剤」を
使用する割合は、ドイツ7割、日本2割と大きく差がつく。
日本の環境意識とは、せいぜいが「節約志向」なのであって、経済合理性への適合行動である。仮に、環境負荷の

高い製品であっても、より安価で売り出されるのならば、日本人は迷わずそちらを選ぶだろう。
こうした環境意識の差は、日本とドイツにおける「教育」の成果でもある。日本の学校現場においても、環境教育

と呼ばれる実践は行われてきた。そして、「優れた」実践を表彰するコンテストもあり、こぞって実践が取り組まれ
てきた。「優れた」環境教育の事例を見てみると、生徒に実にカラフルな「環境新聞」を書かせている実践がある。
あるいは、「ごみゼロ運動」において、生徒に実にたくさんのごみを拾わせている。
このように、目に見える形で成果が出ればめでたく「環境教育」が成功した、ということになっていたのである

が、しかし、我々は、教室における生徒の問題意識が卒業後の生き方や生活（キャリア）に繋がらないことの要因は
何だろうかと問い直されなければならないだろう。教育を通して、自然や環境に関わる親問題（深く永く続く問い）
を真に子どもと共有することが如何にして可能なのかということを、改めて考え直さなければならないのである。
環境に関わる教育が意味を持つためには、例えば、将来の生徒たちが、若干高額なものになったとしても環境配

慮商品を買うような生き方・生活（キャリア）が見通されなければならないだろうし、そのためには、どうして彼国
ではそれが可能で日本ではそれが不可能なのかという背景を探らねばならないだろう。そして、そこには「意識」に
先立って存在する、物価や可処分所得の差異といった経済・政治状況の差異が認められることになろう。したがっ
て、仮に環境教育なるものを多少とも真剣に突き詰めた場合には、それはおのずと教育・政治・経済を含めた社会シ
ステムを問う営みになるだろうと思われるのである。

3.　「文化」と「文明」の視点から
議論に先立って、「農業」そして「教育」という言葉についての簡単な注釈を入れておきたい。というのも、無自

覚に「農業」や「教育」といった言葉を用いることで陥りがちな文明病に注意が必要だからである。
経済学者の宇沢弘文は「農業」に代えて「農の営み」という言葉を提起している 3。「農の営み」は人類の歴史に起

源を持つものであり、人類と自然の関係を描写する概念として用いられる。それに対して、「農業」という概念は、
資本主義的な市場経済の段階に入って成立したごく最近の概念を指す。「農の営み」は「地域性」「伝統性」を含意し、
「農業」は「普遍性」「合理性」を含意する。無自覚に「農業」の語彙を用いれば、本来であれば想定されるべき伝統
への想像力が失われ、合理性の枠内へと思考が閉ざされてしまう。
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一方、「教育」はどうか。“education” の訳語として明治期に定着した「教育」概念だが、教育学者の田中萬年によ
ればこの翻訳はデタラメである 4。「引き出す」方向のベクトルを持つ “education” に対して、「教育」は「教え込み」
のベクトルを持つ。「教え込み」という発想は、近代学校教育制度が成立して以降の発想である。エリート養成が急
務だった後発近代化国に見出される概念であって、“education” の持つ本来的な含意とは断絶したものである。
いまここで試みに、「農業」「教育」にかえて「農の営み」「育の営み」といった言葉を用いてみたときに、どのよ

うな思考が可能になるだろうか。
“education” に含まれている「引き出す」という意味は、「子どもがもともと持っている良さを引き出す」という意

味である。この場合の「良さ」は子どものうちにすでに内在しており、それを引き出してくるのが「育の営み」の役
割と考えられている。
ラテン語の故事に「酸っぱい野苺」の話がある。野生の野苺は酸味が強いが、周囲の土壌を耕し続けることによっ

て徐々に甘みが増してくる。もともと野苺に含まれていた「甘み」が、土壌の変化によって「引き出された」という
意味の小噺である。このとき、野苺が甘くなったことをラテン語で「文化を持った」と表現する。「文化」は英語で
“culture” だが、語源にあたる “colere” はラテン語で「耕作」を意味する。つまり「耕す」ということを通して「良
さを引き出す」営みが「文化」というものであった。
土が違えば引き出される「良さ」も異なる。「良さ」は固有の「滋味」として文化の多様性をかたち作る。練馬大

根が練馬に根差すように、ほうとうが山梨に根差すように、あきたこまちが秋田に根差すように、文化は入れ替え不
能なものを指す。街を見渡せば、魚屋、八百屋、定食屋といった「商店街の風景」も文化であった。しかし1990年
以降、商店街はスーパーマーケットに取って代わり、定食屋はマクドナルドへと変貌を遂げた。駅前にはデニーズ、
サイゼリヤ、ケンタッキー、スターバックスが広がっているが、これは日本だけではない。世界中の駅前に同じ光景
が広がることに対する驚きを持たない時代、つまり、世界的な「文明化」が進行する時代に我々は暮らしているので
ある 5。
土に根差すゆえに「文化」が入れ替え不可能であったのに対して、「文明」は（マニュアルさえあれば）どこにお

いても再現可能であることを特徴とする。「固有性」「多様性」を体現する「文化」に対して、「文明」が体現するの
は「普遍性」「均一性」である。「文化」が「記憶」の蓄積を軸とした「垂直方向」の時間的繋がりを持つのに対し、
「文明」は「合理性」の追求を軸とした「水平方向」の空間的広がりを持つ。「文化」が農耕民的であるのに対し、「文
明」は都会人的な性質を持つ 6。
都会人（civitas）に成るということ（lization）を文明（civilization）という。グローバル化という世界的な「文明

化」の進行のなかで、合理化は良きものとされ、世界はいずこも「都会」となり、すべてが入れ替え可能な場所とな
りつつある。
「育の営み」における文明化の兆候は、伝統校の凋落に顕著だ。伝統には不合理が伴う。「形式的な不合理が機能的
な合理をもたらす」といったたぐいの逆説を共有しない新世代が合理化を繰り返し、そして伝統校は「よくある学校
化」する 7。
一方、「農の営み」における文明化は、「タネの民営化」に顕著である。1994年の北米自由貿易協定（NAFTA）以

降、多国籍アグリ企業が進出したメキシコでは、数千種類あったトウモロコシの伝統固有種はわずか数種類の普遍種
に集約された。コロンビア・グアテマラでは、種子・種苗の自家増殖禁止と民間企業からの購入義務付けを規定した
法律（通称モンサント法案）が可決・施行。ただ、土壌が違えば育つタネも違うため、集約された普遍種の栽培に向
かない土地があることが難点だった。そこで始められたのが、農薬・化学肥料とのセット販売。化学肥料と農薬で自
然を化学的に「調教」することによって、いかなる地域でも普遍種の栽培を可能とした。我々は「文明」が「文化」
を駆逐する過程を目の当たりにしているのである。
それでも、私は楽観視したい。文明への依存がそう長く続かないことは、明らかだからだ。映画『スーパーサイ

ズ・ミー（Super Size Me）』を見よう 8。ファストフードだけでは、端的に、健康を害するのである。文明への依存と
健康な生活は両立しないのだということが、そう遠くないうちに多くの人々に気づかれるだろう。「文明」の限界が
露呈したその時に巻き返しを図るために、あえてするアナクロニズムを推奨したい。時代錯誤は百も承知の上で、土
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に根差した文化を擁護し、伝統や不合理を称揚するための「大地主義」の立場をとるのである。
文化の水準でいえば、大地主義とは再帰的な伝統主義を意味する。状況判断をふまえたうえで、ある特定の文脈を

「伝統」として切り出して擁護することによって、世界的に進行する合理化・システム化に対抗する方法論となる。
教育の水準における大地主義とは、地域に根差した公共性を護持するための教育の構えを意味する。教育者で教

育評論家の上田庄三郎は、身体性や土着性を欠いた新教育運動を「都市的金肥教育」であると批判し、「全教育の建
直し運動」であり「文化全体の帰郷運動」として、大地に根差した教育（教育における大地主義）を求めた 9。その
文脈においては、例えば、生徒が作文に書いてきた地域の貧困の惨状に突き動かされて社会改革活動へと向かって
いった「北方性教育」が称揚される。教育における大地主義とは、その地に住む者の生活実感のなかから問題を探
り、その解決のために必要な社会変革のための構えと能力を育む教育を指す。そうした構えや能力は、合理化やシス
テム化に抗って公共的に振る舞おうとする立場の支えとなるだろう。

4.　「農」と「育」の歴史から
大地主義の持つ現代的な意義を「農の営み」と「育の営み」の共通点から探ってみたい。「農」と「育」の賜物は

「農作物」と「子ども」である。いずれも「育てる」対象に属するものだが、農作物や子どもを「育てる」という場
合に、育てる「主体」は誰だと考えるだろうか。いまでは農作物を育てるのは「農家」であって、子どもを育てるの
は「親」や「教師」と相場が決まっているが、実はこうした発想はごく最近のものにすぎない。
民俗学・人類学の知見によれば、「農作物」や「子ども」は「神から与えられるもの」と捉えられてきた。
神話の世界では、農作物の収穫にまつわる神（豊穣神）が知られる。ギリシャ神話では「デメテル」「ペルセポネ」、

日本神話では「トヨウケビメ」が豊穣神にあたり、伝統社会では農作物はそうした神からの「贈り物」とされてきた
のである。
「子ども」については、「七つ前は神のうち」「子宝を授かる」といった言い回しが知られている。幼い子どもは

「神」の領域に属するものであって、妊娠・出産という所作を通して神から「授かる」という認識がなされていたの
である。
「神聖なもの」だからこそ、「子ども」や「農作物」に対しては「全員で育んでいく」「みんなのものとして育む」
という構えがとられてきた。世界中の「農」と「育」の営みに共通して「全員参加」の風習が見られるのはそのため
である。例えば、古代中国において「農家」と呼ばれた思想家（諸子百家の一家）は、位階に関係なく農業に全員参
加する規範（神農の元での君民並耕）を唱えており、当時の「農」の様子を伝える書物（農書）には、実際に身分に
関係なく誰もが農業に従事する姿が描かれている。日本においても「農」は年齢や性別に関係なく村の総出で行われ
た。それゆえに、田畑は若い人々の「社交場」としての機能をも果たしていた。例えば「早乙女（五月女）」という
言葉は、五月の田植えが若い男女の出会いの場であった事情を伝えている。
農村におけるこうした「全員参加」の文化は、やがて「公共」の概念を生ずることなる。農村における「公共」の

意識を、農村由来の故事に見て取ることができる。例えば、「我田引水」である。「我田引水」とは、水資源が少ない
なかで自分の水田にだけ水を引くような振る舞いを戒める言葉である。誰かが「我田引水」をすれば、水が不足した
水田の土壌は荒んで村全体の土壌悪化を招く。このことは「公益」を毀損する。「村の公益を毀損する」という理路
によって、「我田引水」の振る舞いは戒めを受けることになるのである。もしもこの忠告が聞き入れられない場合に
は、「村八分」の対応がとられる。暗黒面ばかりが喧伝されがちな「村八分」であるが、本来は「公益」の棄損に対
する村全体による意思表示を指している。「村八分」の背景にあるのは「公共」の意識なのである。
ちなみに、私の母方の実家は埼玉県狭山市で長く続いている農家で、私は幼いころからよく実家の田畑で遊んで

いた。思えば、近隣の農家のあいだで「今年は虫害が多い」とか「そろそろ畑に手を入れないといけない」などの声
を掛け合う姿が思い出される。そこで見られたのは、互いに仕事について声を掛け合うことで村全体の農業の進捗
（カレンダー）を統一する風習であった。そのことが虫害や栄養素の偏りを予防していた。「村全体」という考え方
に、農村における「公共」概念が認められるのである。
一方で、「子育て」における全員参加とはどのようなものだったのだろうか。現在のような「学校教育」が開始す
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るまえには、「児やらひ」という子育てが一般的であった 10。「児やらひ」とは、一定の年齢に達した時点で子どもを
あえて「厄介払い」することによって、様々な人と関わりを持たせながら一人前に育てる方法である。当然、子ども
に対する関わり方は人によって異なるため、子どもからしてみれば「あの人とこの人では言っていることが違う」と
いう事態が起こる。それでも、こうした「板挟み」状態の経験が「公共」の育成に極めて重要な意味を持ってくる。
言語の習得に年齢の壁があるように、情操の習得にも年齢の壁が想定される 11。幼いうちに人々の多様な価値観に

触れることを通して、子どもは自分自身の内面に「みんな」という感覚を育む。この場合の「みんな」は、相手の顔
が想起できる範囲の関係性を基盤とする。相手の「顔」を想像することができるような範囲のなかで、実感的なかた
ちで「みんな」という感覚が育まれることに「児やらひ」という方法の特徴があり、こうして形成された顔の見える
「みんな」の感覚が、村落共同体における「公共」を支えてきたのである。
「公共」概念には、「国家の公共」と「ローカルな公共」の2類型を考えることができる。例えば、法律に「公共の
福祉」と書かれた場合の「公共」は、所与のものとして「お上」から民衆へと下りてくる形の公共（国家の公共）に
あたる。
一方、これまで検討してきたように、具体的な「顔」を想起することができる公共（ローカルな公共）というもの

もある。これは、場所に根差した共通体験や共通感覚を共有することによって成立してくるもので、その地域の「自
律」を支える基盤となる。
こうした草の根的な公共は、政治的・経済的な自治を展開する方向へと開かれている。例えば、「スローフード運

動」が有名だ。いまでは世界中で展開しているが、始発はマクドナルドのイタリア進出に対する抵抗運動（食の自治
の保全運動）であった 12。
日本においても、自治の基盤は農村文化にあったとされる。玉野井芳郎の「地域主義」を嚆矢として、現在ではパ

ルシステム生協が代表的な実践だ。地域が抱える問題意識をテコに、農家・農政・農協の三者を繋げて食の自治を起
爆する手法は「地域主義」そのものである。

2018年に種子法が廃止されたときに、「種子条例」を制定することによって種子法の機能を復活させようとする動きが
全国に広がりをみせたが、こうした地方自治体の単位の動きは「ローカルな公共」の可能性を改めて想起させるだろう。
「グローバル化」や「小さな政府」といったマクロレベルの趨勢に対して、返す刀でミクロレベルでの自治（大地
主義）を起爆できるか否かが今後のカギとなろう。いまある社会に適合するのではなく、自治を基盤とした民主主義
的な社会をつくり出すような構えとちからの育成が、教育に求められている。

5.　グリーンガイダンス
近年、教育実践の領域では、社会変革がひとつのキーワードとなっている。ESD：Education for Sustainable Devel-

opment：持続可能な開発のための教育と呼ばれる領域を中心として、社会に変革を起こす力を育むような教育が求め
られているのである。
例えば、2020年に出されたUNESCOの文書 “Education for sustainable development: a roadmap” では、「ESDは、持続

可能な開発のための大きな変革に照準をしぼり、適切な教育的介入を行う必要がある。大きな変革とは、社会構造の
再編と結びついた個人の行動における変容を意味しており、より公正で持続可能な方向への変革の追及がESDに求
められている」（拙訳）という方向性が出されている。
また、「持続可能な開発のための教育（ESD）に関するベルリン宣言」（2021年5月）においても、「我々の約束」

として「個人及び社会的側面の変容に向けた行動能力に共に重点を置きながらESDを実施し、持続可能な開発、平
等及び人権尊重に向けた個人の行動変容、並びに経済・社会のシステムレベルでの根本的な構造改革・文化変容を推
進」（文部科学省訳）すると宣言された。
このように、社会変革的な教育が指向されるにともなって、教育そのものに対する再定義が同時に生じてきてい

る。例えば、2021年11月にUNESCOが公表した報告書 “Reimagining our futures together: a new social contract for educa-

tion” では、「平和で、公正で、持続可能な未来を形成するためには、教育そのものが変容されなければなりません」
としたうえで、「（教育の）再構想という行為は、私たちが相互に影響を与え合いながら共有する未来を、共に創造し



生活大学研究 Vol. 7 （2022）

128

ていく作業を意味します」とし、教育の再定義を求めている 13。
改めて、教育の役割は何だろうか。UNESCOの示唆はキャリアの視点である。前掲の報告書にて、UNESCOは

「教育」の言葉を「生涯を通して教え、学ぶことを組織化する方法」と定義し、「未来への学習機会を閉ざすことな
く、職業情報へのアクセスを提供するような学習経路の設計が重要です」「教育を受ける権利はより広範に捉えられ
るべきです。単に通常の学校教育という枠組みでは、もはや十分ではありません。生涯学習、生涯学習への権利を推
進すべきです」としている 14。いま、社会変革を求めるSDGs・ESDの文脈から、教育におけるキャリアの視点が求
められているのである。
持続可能性の観点から社会変革を指向するキャリア教育に「グリーンガイダンス」がある 15。デンマークのキャリ

アガイダンスの専門家Peter Plantが90年代から続けてきた議論で、下村英雄氏（労働政策研究・研修機構）によって
日本への紹介がなされた 16。Plantの議論はこうだ。キャリア教育はパラダイム転換の只中にある。最大の転換は、経
済成長を前提として展開してきた個人主義的なキャリア教育からの転換である。キャリア教育の主要な理論は、いず
れも北米の中産階級のものであって、個人主義文化を反映したものに過ぎない。個人のキャリア選択・経済成長・繁
栄が直線的に結び付けられており、経済成長が不可欠であると暗に教育してきた。その結果、個人のキャリア選択
は、市場の「見えざる手」によって集合善（としての経済成長）へと集約されてきてしまった。
そこでPlantは次の指標を提示して、持続可能性というビジョンに基づいたキャリア教育（グリーンガイダンス）

へと立ち返るべきだと主張する。①キャリア教育は、キャリア選択とキャリア開発が環境に与える影響を考慮し、認
識を深める必要がある。②キャリア教育は、持続可能性に貢献する職業訓練と職業教育の機会を確立するために、積
極的な役割を果たすべきである。③キャリア教育に関する情報資料には、環境的側面を含めるべきである。④キャリ
ア教育の成果は、経済的な尺度だけでなく、グリーンアカウンティング、つまり、持続可能性の目標とガイダンスの
活動との関連付けによって測定されるべきである。⑤キャリア教育の理論と実践は、より広範に持続可能性とキャリ
ア開発に関わる問題を扱うべきである。
こうした議論は、社会変革の構えとちからを育む教育実践として、グリーンガイダンスが持つ可能性を示している

と言えよう。しかし、ここで誤解なきように補足したいのは、グリーンガイダンスが社会変革のために生徒を動員す
る「行動注入主義」ではないということだ。確かに、グリーンガイダンスは社会変革にフォーカスするが、しかしそ
うした構えとちからを「個人」に育むという意味において、再帰的に個人に照準しているのである。
グリーンガイダンスの持つ「社会変革」の文脈が強調されるのは、キャリア教育が想定されがちないくつかの文脈

との差異化を図る意味においてである。差異化されるべき文脈は三つある。一つ目は、社会の維持安定化の文脈であ
る。これは、個人を職業に振り分けていくことによって社会の維持を図る文脈である。二つ目は、個人の維持安定化
の文脈である。これは、「きみはそのままで良い」といった心理的支援を通して、個人のパーソンシステムの維持安
定化を図る文脈である。三つめは、個人の自己啓発的文脈である。これは、自己啓発的な活動を通して個人の変革を
図る文脈である。
グリーンガイダンスはこれらの文脈とは異なる。個人と社会の関係においては、心理支援によって見過ごされが

ちな社会の課題を問題化し、必要に応じて社会への働きかけを行うものである。また、変化と現状維持の関係におい
ては、上記の文脈からおのずと社会変化を促す方向性となる。グリーンガイダンスの持つこうした文脈のことを「社
会変革」と称しているのであって、繰り返しになるが、社会変革への動員を示すものではない。「社会」を変革する
構えとちからを「個人」に育む教育実践として、グリーンガイダンスの持つ意義を強調しておきたい。

6.　日本的なグリーンガイダンスの実践
ただ、こうした海外の理論をそのまま他国に持ち込んで実践することには、いくつもの問題が伴う。代表的な難点

は「カリキュラムの植民地化」の問題である。欧米の理論によって世界の教育実践が植民地化され、当該地域にある
はずの固有の地域性や文化性が無視されてしまう。前掲の報告書や宣言において、UNESCOは、教育実践に際して
当該地域の地域性や文化性を尊重すること：the decolonization of curriculaを強調してきている。
では、グリーンガイダンス実践を取り巻く日本的文脈のキーワードは何か。「全体論」がひとつの方向性と成り得
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ると考えられる。日本に固有の全体論性を、文化論、授業論、教育制度論の水準から説明する。
まず、文化論の領域においては、日本には〈自意識＋身体〉と〈環境（自然）〉を不可分と見做す思想伝統があ

る 17。こうした発想は、自己と環境の不二性を示しており、例えば、心身と山川草木のような自然環境は一体である
とする唯識の「依正二報」の思想、仏・国土・生物は一体の仏であるとする華厳の「融三世間かつ十身具足の仏性」
の思想、草木や国土をはじめとする万物に仏性が宿るとする天台の「草木国土悉有仏性」の思想、森の神や水の神を
はじめとする万物に精霊が宿るとする神道の「八百万神」の思想などにみられるものである。
続いて授業論においては、目的指向的な学習方法を退け、生活全体に根差した学びを顕揚する日本的な文脈があ

る。例えば、羽仁もと子における「生活即教育」の発想もその代表であろうし 18、梅根悟におけるLiving primaryや
Learning through livingの議論 19、加えては、所美都子によってなされた仮説実験授業批判などにも、授業論的な日常
性を重視する文脈が顕著であろう 20。
教育制度論的には、日本の教師は「ジェネラリストとしての教師」と称され、特別活動、学級活動、教科教育、事務処

理といった子どもの教育に関わるあらゆる全体に同時に取り組む点に、制度論的な特徴がみとめられる21。別言すれば「し
つつ」の哲学22とも要約されうるこうした教育制度に見られる全体論性は、教師の負担感との兼ね合いから必ずしも肯定的
に論じられてきた性質のものではないが、しかし、実践を駆動する際の梃子としてここであえて事挙げするものである。
こうした日本における全体論的な文脈をふまえたうえで、私は以下のような実践を行っている。
第一は、学校行事のグリーン化である。例えば、進路講話にグリーンジョブの従事者を人選したり、林間学校の

際に、訪れた地域のグリーンジョブの職場見学や職業講話を組み込んでいくもので、こうしたマイナーチェンジに
よって学校行事をグリーンガイダンス化することが可能となる。
第二は、ホームルームの時間を活用した実践である 23。まず、「グリーン」を核としたキャリアの振り返りと対話

の実践がある。これは、グリーンの観点から各自のキャリアを語り合うものである。次に、大学や企業に関するアセ
スメント・マップ作りがある。これは、卒業生へのインタビューや大学・企業の広報情報などをもとに、その機関の
「グリーン指数」を生徒が分析して評価を行うもので、成果物は教室に掲示したり進路相談の際に資料として活用し
ている。さらに、職業の「グリーン化」も行う。これは、将来就きたい職業や気になっている職業に既に自分が就い
ていると想定して、仕事の内容や方法をグリーン化する方策を考えるものである。最後に、長野県にある村落での
キャンプである。一週間滞在し、労働を通して村に貢献するとともに、自然のなかで身体感覚を取り戻すワークやグ
リーンジョブ従事者の講演を聞いたりする（この取り組みの文脈について、8章にて詳述する）。
第三は、教科（現代文）を活用した実践である。まず、「マイ樹木」の実践である。気になる樹木を決め、普段の

生活のなかで観察をしながら樹木との対話を行う。授業では樹木の傍に佇んで詩作や観察に取り組んで、樹木に「変
身」しようという内容を行っている。続いて、グリーンな地元商店街のお店や企業を紹介する動画（PV）作りであ
る 24。2020年に実施したこの取り組みは、コロナ禍で職場体験の機会を失っていた全国の中学生を主たる視聴者とし
て想定し、中高生が主体となって近隣大学やNPOに呼びかけて協働で製作・公開したものである。PVではSDGsに
取り組む企業を優先的に取り上げるよう工夫している。さらに、環境公共性の視点からの条例案（種苗条例）の提案
も行っている（この点は9章以降にて詳述する）。最後は、グリーンガイダンスの授業を高校生が企画実施する取り
組みである。これは、埼玉県飯能市の公立小学校と連携して、児童を山へ引率し、地元の伝統産業である林業の体験
やマイ樹木のワークショップを行ったうえで教室へ戻り、職業を通して地球環境保全に貢献することをテーマとした
対話的な授業を高校生が実施しているもの。

7.　市民的リテラシー教育―グリーンガイダンスの持つ機能
実践の詳細な記述に先立って、ここでグリーンガイダンスがもたらす教育的機能を整理しておきたい。それは、

「市民的リテラシー教育」としての機能である。市民的リテラシーという概念はデューイ、柳田国男を主たる論者と
する「公民の教育」概念を本歌取りしたもので、社会的機能の視点から「教育」を観察した場合に、枝葉末節を削ぎ
落してもなお残る教育の機能を記述した概念をさしている。私は市民的リテラシーという概念を公正で民主的な社会
を創造する態度・能力と捉え、能力・態度としての［熟議の構え＋表象能力］と価値概念としての［社会正義＋多様
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性］と規定している 25。
デューイ・柳田的な市民的リテラシー教育の発想に基づいて行われた実践には、戦後初期の社会科や国語科の実

践があげられる。具体的には、富山県福岡町立大滝小学校の社会科実践や綴方教育と呼ばれる国語科実践に顕著であ
る。しかし、50年代前後の「逆コース」のなかで教育学の系譜からそれらは断絶してしまう。
他方で、米国を中心として市民的リテラシー教育は幅広く展開されてきた。例えば、「公民の教育」概念の継承者

であるDiane Goodman（ニューヨーク州立大学）は、21世紀初頭、教育の機能を “Promoting Diversity and Social 

Justice” と明確に宣言した 26。これは教育の機能を真正面から捉え直す契機をもった議論だったが、しかし、国内に
そうした議論の蓄積を持たない日本では、それを十分に咀嚼するできず、上記を原著名としたGoodmanの著作は日
本では2017年に『真のダイバーシティをめざして』との邦題で出版され、おおよそ議論の核心は見過ごされてし
まっている。
ここで「市民的リテラシー教育」の意味内容を要約的にまとめれば、公正で民主的な社会を創造するための能力と

動機づけを涵養する教育のことであり、そこで育まれる能力を一言すれば「社会のプラットフォームを問い直し、再
構築する能力」であると言って良い 27。
はじめに「プラットフォームを再構築する能力」から説明する。これは、社会を変革する力を持ち得なかった過去

の教育への反省から生まれた考え方で、言語によって社会に働きかけるちからを意味する。こうしたちからは概念的
には「表象能力」と呼ばれる。「気象予報」との類比を用いて「表象能力」を説明する。気象予報士は「気象」に関
する高度な「分析力」や「表現力」を持つが、「天気」そのものに影響を与えることはできない。仮に、物事を正し
く読み解いたり、正しく考えたり、正しく表現するちからを「読解力」「思考力」「表現力」と呼ぶならば、それらは
「気象予報」のための能力と考えられよう。
市民的リテラシー教育が照準するのは、実際に社会に新たな言語的な文脈をつくり出すちからである。例えば、

社会課題について分析し、課題解決のための冊子を編纂したり、シンポジウムを開催したり、他校で生徒が「出張授
業」を実施したりする。このように、社会に新たな言語活動の文脈を切り拓いていくちから、社会への操作性をもた
らす言語的能力が表象能力である。
一方、「社会のプラットフォームを問い直す」ということについては「議論や表現の前提を問う形でなされる、メ

タ議論的な議論（メタ視点による議論）」と定義することができる。一言でまとめれば「ゲームのルール」を問い直
す構えである。私の授業では、「メタとベタ」という視点から社会現象を分析する。「メタ」とは「プラットフォーム
自体に関する議論」を指し、ベタとは「（既に決定されたプラットフォームの中で議論される）コンテンツ自体に関
する議論」を指す。
巷で話題のSDGsを例にとるならば、いきなり「SDGsの達成方法」を議論するのが「ベタ」な議論。本当にSDGsが価

値あるものなのか、背景にはどのような意図があるのか。こうした背景を見通そうとする議論が「メタ議論」である。
「メタ議論」ではSDGsそのものを疑うところから議論が始まる。例えば、SDGsとは、世界の持続可能性を縮減す
る方向でのし上がってきた先進国が自身の立場を棚上げして、途上国に押し付けているだけではないかといった見方
もふまえて議論を始めるのである。または、SDGsという言葉が求められる背景は何か、SDGsという言葉を用いる
人々が欲望しているものは何か、日本のSDGs論者が特定の論件―例えば、Serge Latouchによる脱成長論など―を語
り落とすのはなぜなのか…といった背景に焦点化することで、SDGsに関わる議論の全体を見渡すことを試みる。
こうした「メタ議論」的な視点は、「食」や「農」に関する教育においてはとくに重要になると思われる。という

のも、これまで「食」や「農」を扱ってきた「社会科」「家庭科」「食育」といった分野には、議論のプラットフォー
ムを問い直す視点が欠けていたからだ。「どのように料理を作るか」（家庭科）、「食品がどこから輸入されるか」（社
会科）、「どのようなメニューが健康的か」（食育）といったベタ（コンテンツベース）な問いが一般的であり、メタ
（プラットフォームを掘り下げる）な問いは皆無だったと言ってよいだろう。そのために、「健康的なメニュー作り」
に関心のある者が食品のグリホサート値について無関心であったり、貿易合理性に関心のある者が添加物基準値の日
米格差について無知であるような事態が生じてきたのである。
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8.　共感から行動へと踏み出すグリーンガイダンス
全国5か所に「共働学舎」と呼ばれる福祉作業所がある。主な拠点は北海道と長野で、単なる福祉施設ではなく

人々が暮らす村落を形成している。障がいを持つ人々が寄り合って集落を形成し、酪農や農作を行いながら暮らして
いるのである。私は毎年9月に担任クラスの高校生を連れて、長野の共働学舎を訪ねる。東京から約4時間。最寄り
駅は JR東日本の最西端で、「南小谷」という。大自然のなか、平野では酪農畜産を営み、妙高高原を一時間登った先
の集落では農を営んでいる。
私たちは南小谷に一週間滞在し、労働を通して村に貢献するとともに自然のなかで身体感覚を取り戻すワークを

する。高校生でも充分に間に合う。最初はスマホで天気予報を見ていた生徒も、次第に雲や夜空を見て明日の天気を
感じるようになる。ネットゲームが大好きな生徒も、休み時間には初心に戻って大地を駆けまわる。昼間は見通しが
利いて自由に歩き回れた森も、夕刻になれば薄暗くなり、気温もひんやりと涼しくなる。「夕方の森ってちょっと怖
いね」。自然の感覚を取り戻すのだ。
同時に、労働や食事の時間を通じて村落で暮らす人々と交流をする。当初、高校生は言語的に不自由な方とのコ

ミュニケーションに不安を抱くが、労働を共にするなかでは相手に「変身」する機会が多くあるため、コミュニケー
ション不安は解消する。
「共働学舎」への合宿に加え、埼玉県飯能市名栗での植林キャンプも行っている。春と秋に一週間ずつ、名栗の森に
入って植林に取り組むのである。過去に滞在した生徒が建てた小屋を修繕しながら宿泊する。湧水をひいて食事を作る。
こうした課外活動は私の国語の授業とセットになっている。授業で展開しているのが「変身する多様性原理」とい

う単元だ。授業では、「多様性」という概念の原理を「他者に変身する構え」と捉える。変身することで、視点や声
の輻輳が生じる。例えばLGBTQ、黒人、在日の人々といった異なる他者に「変身」することで、自己内に輻輳的な
視点や声を育むこと（によって新たな世界認識を獲得すること）が多様性教育の原理である。したがって、授業やゼ
ミでは、徹底的なインタビューと熟議を通して他者に「変身」するワークを行ってきた。
ただ、社会学者の宮台真司氏から大きな示唆を受けた。数年前に授業にお招きした際、宮台氏は、多様性教育は

「人間中心」だと指摘し、変身する感受性は人間以外の存在――虫、木、川、雲などに対しても開かれなければなら
ないとした。人間から無生物へと認識の力点を移すべきである。いわゆる「存在論的転回」が必要であると諭してく
れたのだ。
こうした問答から生まれた授業の1つが「マイ樹木ワークショップ」である。「気になる樹木」（マイ樹木）を見つ

けて、1年を通して観察しながら樹木に「変身」するものだ。場所は、通学途中でも、学校内外でもどこでも良い。
道の通りすがりに様子を見ながら、樹木との対話をする。樹の変化を写真に収める。そして、1学期に一度、「マイ
樹木ワークシート」に取り組んで、樹木に「変身」してみようという内容である。「マイ樹木ワークシート」には以
下のような内容を記載することになっている。樹木の名前、特徴、高さ、手触り。10分間木のそばに立ってみて感
じた音、色、記憶、起きた出来事、マイ樹木に変身して浮かんだ創作（詩・俳句…）、解題、感想。
以下は、学校の正門付近に生えている木を観察した中学生の感想である。
「この木は、大きさから考えて、学園が創立されたころからずっとここで生きてきた木だ。ずっと同じところに住
んでいる。移動することはできない。何十年も、ずっと同じ場所で時を刻んできたのかと思うと、非常に感慨深い。
何十年もそこを通り過ぎる学園生を見てきたんだ。入学式のときの僕のこともきっと見ていたんだろう。時間がたっ
て、やっと、目が合った。」
続いて、芝生に寝ころびながら、動くものと動かないものという視点から場所性について考察した中学生の感想

文を紹介する。
「芝生に寝ながら一単位目と二単位目の休み時間の学校を見ていた。先生も生徒も行ったり来たりして、忙しそう
にしている。松の木はじっと動かないで、僕たちの様子を見ている。忙しそうにしている人も、僕のことも見てい
て、まるで学校のあるじのようにしている。自分たちが学校の主人公と思っていた。でも僕たちは動き回っているだ
けで、本当の主人公は松の木なのかもしれない。」
こうしたワークを南小谷や名栗の森でも行っている。すると、森や木々は子どもたちにとってかけがえのない存
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在となってくる。単なる「木」や「森」ではなく、まるで名前を付けたくなるような愛おしい関係、「我と汝」の関
係になってくるのである。直接体験を積み重ねると同時に、森や自然の文化論を理知的に学んでいく。理知的にも経
験的にも、「どうやら森はすごいようだ」という感覚を手にした子どもたちは、それを伝えたいという思いを持って
くる。すかさず、反実仮想の質問を投げかける。「もしも、小学校の先生だったら、どうやって子どもたちに森の素
晴らしさを伝えるか」「もしも、ワークショップの講師だったら、どのように自然保護の重要性を伝えるか」と問い
かける。生徒の応答で実現したのが名栗小学校への出前授業だ。
高校2年生が、名栗小6年生の手をひいて植林地まで連れていき、木の高さの測定法や植林の方法などに関する一

通りの解説をした後で、「マイ樹木ワークショップ」を行ったのである。終了後は共に給食を頂いて、時間ギリギリ
までドッジボール大会。小学生への授業実施に先立って、「授業づくり」の研究を国語の授業で行った。その結果、
高校生たちは、マイ樹木ワークショップを「子問題」として、どうすれば地球温暖化を防止できるかという「親問
題」へと至る授業設計を考案したのである。
体験をベースとして涵養された自然環境に対する共感性をもとに、そこに理知的な学びをプラスする。感性・知性

の両面から得られた気づきが新たな言語活動のモチベーションとなり、社会に対する働きかけ（表象実践）を駆動す
るのである。
あるときは教育理論の輸入を企てたこともある。上述のグリーンガイダンスを日本に広めるための勉強会を開催し

たのである。先述のように、グリーンガイダンスは環境教育と進路指導にまたがるユニークな理論だ。これまで、子ど
もが進学先や就職先を決める際には、進学率や賃金をもとに進路決定することがほとんどだった。しかし、人々がこ
うした「合理的」な選択をしてきた結果として、地球環境を省みない企業や学校が温存されてきてしまった。グリーン
ガイダンスはこうした社会構造を問題化し、「グリーン」でない学校や企業に子どもを送り込むような進路指導をやめ
ることで、問題のある学校や企業を淘汰してしまおうと企てる。社会を巻き込むSDGsの先駆的な理論であった。
私のゼミでは、理論に関する文献を翻訳し、公開することができた。「低炭素まちづくりフォーラム」（於：芝浦工

業大学）にて分科会を主宰しグリーンガイダンスの理論と実践について紹介することができた。生徒主体で、欧州で
はまだ行われていなかった学校全体でのアプローチも試みたうえで、実践的な可能性を提案することができた。理論
面については、グリーンガイダンスを日本に紹介した下村英雄氏を講師としてお招きして、直々に解説して頂けたこ
とも印象深い。

9.　「種苗法」の授業
2020年の授業とゼミ（多様性ゼミ）において、「種苗法は改正すべきか？」というテーマで何度も議論を重ねてき

た。そもそもの発端は、「種苗法改正」に言及した俳優の柴咲コウ氏のツイートをみたある生徒から、「自分で調べた
のだが全くわからないので、この問題をみんなで考えたい」と提案があったことだ 28。授業は中学3年生から高校3

年生まで、ゼミには学外の大学生や社会人も参加している（大人も含めて以下では「生徒」という呼称に統一する）。
今回の議論で初めて「種苗法」という言葉に出会う生徒がほとんどであったが、あえて私から事前の情報提供は行

わず、議論の根拠となる情報収集のすべてを生徒に任せた。「どのような経路で情報収取をした場合に、どのような
傾向の情報が集まるのか」ということを観察すること自体も、授業の狙いとしているためである。
こうした状況で第一回目の議論を行ってみたところ、「種苗法は改正すべきである」という立場に立つ生徒が約8

割を占めることとなった。この傾向は授業とゼミ（子どもと大人）に共通していた。
生徒たちの議論を聴いていて、気づいたことがある。それは「改正すべき」という意見の根拠として生徒が提示し

た資料のなかに、明らかな誤りや既に反証されている内容がいくつも含まれていたことである。
例えば「農家が使用しているタネのほとんどは一般品種である」「現行の種苗法では農水省はタネの海外流出に対

して措置を講じることができない」といった誤った情報が散見された。
そこで、どこから情報を得たのか尋ねたところ、まとめサイトや動画サイトなど、インターネット上のウェブサイ

トから得た情報がほとんどであった。もちろん、短期間での情報収集を課したため、インターネットを用いた情報が
多くなることは予想できた。
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問題は、インターネットで情報収集をした8割の人が「改正すべきである」との結論に至ったということにある。
種苗法の改正をめぐるメディア状況、とりわけ、インターネットの情報環境に偏りがあるのではないかと心配になっ
た。
授業であれば、情報の偏りや誤りがあっても、後からいくらでも補正することができる。実際に、その後の授業で

は、資料を読み込むことによって誤った情報を修正し、情報のバランスを補正しながら議論を積み重ねていくことが
できた。
ただ、一般の人々は、そもそも種苗法の話題に触れにくいうえに、情報バランスを補正する機会も持ちにくい。そ

こで、ぜひ視聴してほしいのが『タネは誰のもの』という映画だ。本作は間違いなく、農業の問題について考える際
の前提となる一本である。
本作には、種苗法をめぐる様々な立場の人々の声が収められている。元農林水産大臣の山田正彦氏をはじめ、農

業経済学者の鈴木宣弘氏、農業に従事する人々、農林水産省、種子育成者権者、JA：農業協同組合、ジーンバンク
などの方々である。
授業でもこの映画を視聴したが、この映画に登場する多くの人々の意見を受けて、生徒たちは様々な問いを持ち始

めた。
「種子法の廃止と種苗法の改正はどのような関連があるのか」「海外で既に自家採種が禁止されている国ではその後
どのように農業が変化したか」「自家採種禁止と種苗の海外流出の防止にはどのような関連性があるのか」「公共財の
民営化とはどういうことか」「育成者権者の利益や権利を本当に守るためにはどうすればよいか」などなど。
問いを手にした生徒たちは、関連する行政文書の読み解き、規制改革の流れに関する調査、海外の事例の調査、

種子法廃止の過程の調査、農家の方へのインタビュー、農業試験場やジーンバンクの見学などの活動へと動き出して
いった。
高校2年生のある生徒は、種苗法の問題を学校全体で広く考えたいとの狙いから「種苗法ラーメンポスター」（次

頁における表1）を制作して、トイレに掲示した。ラーメンの写真は生徒たちの行きつけのラーメン店で撮影したも
の。

表1　種苗法ラーメンポスター
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どんぶりにあふれんばかりに盛り付けられたラーメンの写真が中央におかれ、その周囲には吹き出しが付されてい
る。「ニンニクが20円から50円に」、「小麦が250円から2038円に」。吹き出しでは野菜の原価の高騰を示してお
り、500円で食べられたラーメンが2400円に値上がりすると警鐘を鳴らす。
日本では食糧自給率が低い状態が続いている。そうしたなかで海外からの輸出制限が行われると、野菜などの値

段が上がる。過去には実際に値段が高騰した事例もある。授業で検討してきたこうした事実に気付いてもらおうと、
この生徒はポスターを作成し、関連する新聞記事の切り抜きと共に、トイレに掲示した。

10.　種苗法改正問題を入口にして民主主義への考察へ至る
授業の趣旨は種苗法に関する「賛否」にあるわけではない。イデオロジカルな反対やイデオロジカルな賛成は思考

停止以外の何物でもない。そして、熟議を省略して社会活動を第一に優先するような単純な行動注入主義もまた、思
考停止の誹りを免れないであろう。
どのようなテーマに対しても、メタ視点から対象に迫るのが市民的リテラシー教育の本義であって、この授業の眼

目は、種苗法改正の問題を出発点として公共性や民主主義に関する考察を行う点にある。授業の模様を伝えた新聞記
事から一部を引用する。

授業では、農業雑誌の記事や国が公表した農業政策に関する報告書などを教材に、種苗法が改正されること
で、農家や自分たちの食生活にどんな影響が考えられるのか、なぜ種苗法が改正されることになったのかを探っ
た。報告書を読み込む際は、国の立場から解釈することで、政策の背景にある意図にまで思考を巡らせた。
次第に生徒の関心は種苗法から「食の自治」へと発展していき、元農水相の山田正彦さんや、スローフードを

日本に広めた島村菜津さんを招いた講演会も行われた。さらに、高野教諭が主宰する自主ゼミでも、この問題が
取り上げられ、もっと学びたいと自主的に参加した生徒が、オンライン上で保護者や大学生も交えて議論を続け
た。
また、同校の寮では、共同生活を送る他学年の生徒とこの問題について雑談する光景も見られたという。
この日の授業が終わった後も、生徒は教室の至るところで、次の授業の準備をしながら食の問題について議

論したり、高野教諭に質問したりしていた。ある生徒は「人の幸せを考えるのが政治の役割だと思うけれど、種
苗法の改正は誰も幸せにならないのではないか。日本の食の政策を学ぶうちに、米国の影響を受けていることに
初めて気付かされた。ぼんやりと見えていたものの姿が、霧が晴れたようにはっきりした」と、自分の意見を
堂々と教えてくれた。
この授業の狙いについて高野教諭は「種苗法をテーマに各自で調べてディベートを行うだけでは、誤った情報

や根拠のあいまいな主張などをインターネットから拾ってしまったり、この種苗法のある一部の問題だけを切り
取って賛否を論じてしまったりして、思考が深まらないばかりか、極端な結論に至ってしまう恐れがある」と指
摘。
「そうならないためには、なるべく多様な資料や関係者に当たり、さまざまな視点から他者とじっくり議論し、
考えを深めていく必要がある。その力は本来、民主主義社会で意思決定を行う有権者にも求められる。そうした
社会をモニタリングする力を身に付けるために、国語における言語活動が果たす役割は大きい」と話す。（「国語
で『種苗法』を議論授業テーマは生徒提案」『教育新聞』2020年12月21日、p. 3）

記事にある「国が公表した農業政策に関する報告書など」というのは、具体的には以下の4つの行政文書である。
①未来投資会議構造改革徹底推進会合「ローカルアベノミクスの深化」会合、規制改革推進会議農業ワーキング・
グループ（2016.10.6）「総合的なTPP関連政策大綱に基づく『生産者の所得向上につながる生産資材価格形成の
仕組みの見直し』及び『生産者が有利な条件で安定取引を行うことができる流通・加工の業界構造の確立』に向
けた施策の具体化の方向」
②自由民主党農林・食料戦略調査会、農林部会・畜産・酪農対策小委員会、農林水産業骨太方針策定PT、農業基
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本政策検討PT、公明党農林水産業活性化調査会農林水産部会 （2016.11.29）「農業競争力強化プログラム」
③「農業競争力強化支援法」（2017年8月1日施行）
④農林水産省（2020）「種苗制度をめぐる現状と課題～種苗法改正法案の趣旨とその背景～」
文書の分析には独自のワークシートを用いた。ワークシートには（1）上記の文書から要点を抜き書きする部分、（2）

執筆者の視点に「変身」して本音ベースで内容を書き直す部分、（3）分析者としての意見を書きこむ部分の3つを用
意してある。
こうした方法は「変身する分析」と呼ばれるものである。自分の考えを脇に置いて、当事者に「変身」するのが

①、②の分析過程。いったん他者を内面化する過程に重きを置いているため、自分なりの評価を下すのは最後の段階
となる。
方法論の背景には、ハーミンらによる「価値の明確化」という発想がある 29。これは、結論ありきの道徳の授業を

回避するために提案された方法で、事実認識→概念化→価値判断という順で思考を整理する認識方法である。これに
「変身」という視点を導入することで、より多視座化・多声化した議論が可能となる。
同時に、資料をいくつも駆使しながら、時系列をさかのぼりながら分析を行うことによって、「種苗法改正」に関

わる議論が登場してきた文脈的な背景――具体的にはTPP施行に伴う関連法制の文脈で登場してきたこと、そして、
それが最後には「育成者権を保護せよ」という議論に至ったことも観察できる。
市民的リテラシー教育の観点からは、結論の見えた賛成や反対には何の意味もなく、物事の背景を見渡したうえ

で生徒がどのような意見を持とうとそれは一向に構わない。議論の背景（プラットフォーム）を見通したうえで、ど
のような議論の文脈をつくり出すかという「表象実践」にのみ教育的意義が認められるのである。
生徒たちは「種苗法改正」の話題を「文化と文明」という視点から取り上げ、この問題に関する議論を拡大してい

く計画を立てた。国会で「種苗法改正法案」が可決された後も、様々な会合や研究会で種苗法改正の話題について問
題提起を継続したのである。
その1つが2020年12月12日（土）に開催された「ユースフェスティバル」（主催：ユースフェスティバル実行委員会、

後援：ヒューマンライツ・ナウ他）である。これは、国連が定めた「世界子どもの日」にちなみ、世界中の学生が
フェスを行うもので、この催しでは数年前から私のゼミが「人権」分野の分科会を担当してきた。生徒の発案で今年
は「種苗法改正」を扱うこととなった。他の参加校にも呼びかけ「種苗法改正から考える『文化』と『文明』のミラ
イ」と題したトークセッションを行った。
他校の生徒が「文化と文明」「伝統とグローバル化」の「バランスを取ることが重要」としたのに対し、ゼミ生が

「グローバル化が席巻するいま、総合的なバランスを取るということはあえて『伝統主義』の立場に立つことなのだ」
と発言したのが印象的であった 30。

11.　種苗条例の提案
加えて、改正された種苗法の意図を回復するために、カウンター・プロポーザルとして、次のような独自の「種苗

条例」の提案も行った 31。

種苗・農法の多様性を保護するための条例案
自由学園多様性ゼミ

2020年12月23日

《前文》
種苗法の改正により、伝統的な種苗の保護、伝統的な農法の保護に大きな棄損が生じた。作物は元来自然物

であり、人間は「自家採種」と呼ばれる伝統的な農法に基づいて自然物に働きかけ、自然からの恵みを得てき
た。種苗法の改正は、こうした「農の営み」ともいうべき人類の伝統的営為に反するものであり、「自然」に反
するものである。
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種苗法改正の帰結は端的に二点ある。一点は「種苗の多様性の棄損」のかたちで地球環境の破壊をもたらし、
二点は「農法の多様性の棄損」のかたちで文化の破壊をもたらす。種苗法改正によって棄損されることが予想さ
れる上記二点を回復するために、「種苗・農法の多様性を保護するための条例案」をここに提案する。

《種苗・農法の多様性を保護するための条例》
〈目的〉
第一条　この条例は、主要農作物（稲、大麦、裸麦、小麦及び大豆など）の伝統的な種苗の多様性を保護する

とともに、伝統的な農法の多様性を保護することを目的とする。
〈県の責務〉
第二条　県は、主要農作物の伝統的な種苗の多様性を保護する施策、及び、伝統的な農法の多様性を保護す

る施策を計画的に推進するとともに、必要な体制の整備を図るものとする。
2　県は、施策の推進に当たっては、農業者団体その他の関係者と連携を図るものとする。

〈種苗の多様性保護計画〉
第三条　知事は、毎年度、主要農作物の種苗の保護に関する計画（以下この条において「種苗の多様性保護計

画」という。）を策定するものとする。
2　種苗の多様性保護計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 主要農作物の種苗に関する情報の管理
二 主要農作物の種苗の保管（ジーンバンクの設置・管理）
三 前二号に掲げるもののほか、主要農作物の種苗の保護に関する必要な事項
3　知事は、種苗の多様性保護計画を策定するため必要があるときは、農業者団体その他の関係者に対し、資

料の提出その他の必要な協力を求めることができる。
4　知事は、種苗の多様性保護計画を策定したときは、遅滞なく、公表するものとする。

〈農法の多様性保護計画〉
第四条　知事は、毎年度、主要農作物の伝統的農法の保護に関する計画（以下この条において「農法の多様性

保護計画」という。）を策定するものとする。
2　農法の多様性保護計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 主要農作物の伝統的農法に関する情報の管理
二 主要農作物の伝統的農法の周知（教育機関への情報提供）
三 前二号に掲げるもののほか、主要農作物の伝統的農法の保護に関する必要な事項
3　知事は、農法の多様性保護計画を策定するため必要があるときは、農業者団体その他の関係者に対し、資

料の提出その他の必要な協力を求めることができる。
4　知事は、農法の多様性保護計画を策定したときは、遅滞なく、公表するものとする。

〈伝統的な種苗の価値づけ〉
第五条　県は、主要農作物の伝統的な種苗の保護を行うために、教育機関と連携し、有機食品の給食提供を

含んだ伝統的な種苗の価値づけに協力するものとする。
〈伝統的な農法の価値づけ〉
第六条　県は、各地域において従来から行われている農法の保護を行うために、伝統的農法を行っている地

域の街づくりに協力し、農業推進地域としての価値づけを行うものとする。
〈財政上の措置〉
第七条　県は、主要農作物の伝統的な種苗の多様性を保護する施策、及び、伝統的な農法の多様性を保護す

る施策を推進するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。
〈委任〉
第八条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、知事が定める。
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「地方自治は民主主義の学校」と言われる。授業とゼミでは種子条例を制定した地方自治の動きに学び、種苗条例
を起案するワークを行った。行政学や政治学を参照して条例の位置づけを把握したうえで、数多くある種子条例の文
面の検討を行った。
種苗条例を起草するワークは、行政文書の読解と執筆を通した表現論、政治学的な民主主義論、行政学的な手続

き論などを内包した合科的な授業となった。起草した種苗条例を実際に上述のようなシンポジウムの場で提案するこ
とは、表象実践における絶好の練習の機会ともなった。
専門家の前で条例を提案した際には、法的・内容的な瑕疵を数多く指摘されたこともあった。しかし、そうした指

摘は子どもたちの新たな学びを誘発し、さらなる学びの深まりと広がりへと繋がっていった。こうした学びの連鎖の
始発には『タネは誰のもの』が問いかけた本質的な問いがある。

12.　本作からの賜物
「そもそもタネは誰のものなのか？」。本作が提起した問いだ。この問いは現代――教育や農業の産業化が完遂し
つつある時代を生きる私たちに、改めて「文化とは何か」「公共とは何か」という問いを抱かせる。こうした問いか
けは、種苗法改正の賛否をも越えて、深く永くつづく親問題へと繋がっている。ひとりでも多くの人が問いを引き受
け、新たな議論や行動へと踏み出してほしい。
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